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研究成果の概要： 

本研究では、2005 年に全面施行された医療観察法について、その運用を、法的＝精神医療的

観点からモニタリングし、並行して本法の理念をも検討することで、医療観察法施行後におけ

る犯罪行為を行った精神障害者の処遇に関する諸々の課題を抽出･整理し、その解決につながる

検討を試みたものである。 

 
 

交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2006 年度 10,500,000 3,150,000 13,650,000 

2007 年度 7,000,000 2,100,000 9,100,000 

2008 年度 7,000,000 2,100,000 9,100,000 

年度    

  年度    

総 計 24,500,000 7,350,000 31,850,000 

 

 

研究分野：社会科学 

科研費の分科・細目：法学･刑事法学 

キーワード：医療観察法、触法精神障害者、人格障害、性犯罪、リスクアセスメント、リスク

マネージメント、保安処分 

 
１．研究開始当初の背景 
「心神喪失等の状態で重大な他害行為を

行った者の医療及び観察等に関する法律」
（心神喪失者等医療観察法）は、2003 年に成
立し、2005 年 7月に施行された。本研究を着
想し、開始した当時は、本法施行の直後の時
期に当たる。本法は、一定の精神障害者に対
する医療的処遇の決定に裁判所及び職業裁
判官が関与し、その入院処遇を司法精神医療
という新しい処遇理念に基づいた入院施設
が担当し、その通院処遇を保護観察所に所属
する社会復帰調整官を核とする多職種チー

ムが担当するという点で、従来の我が国の医
療とは大きく異なるシステムを構築したも
のであった。ただし、その運用は緒についた
ばかりであり、時を追って様々な課題が出て
くることが見込まれた。 

他方、本法が、犯罪行為を行った精神障害
者を特に対象として特別な医療を行うこと
に対しては、立案段階から原理的な問題が提
示されていた。そのうち、本法の処遇導入の
実質的要件である精神障害者の再犯可能性
について、これを予測不可能だとする批判が
主要なものであった。 
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本研究の参加者（研究協力者を含む。以下、
単に「参加者」という。）は、精神医療と法
の諸問題を、1999 年以降、継続して研究して
きた。そのメンバーは、法律研究者、法律実
務家、精神医学者、コメディカル等から構成
される。触法精神障害者の処遇を取り巻く前
述のような状況にあっては、このような学際
的な研究体制をもって、問題点を抽出・分析
し、解決のための作業を尐しでも前進させる
ことが不可欠だと考えられた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、心神喪失者等医療観察法の理念

と構造とを検討し、本法の施行状況のモニタ
リング調査を実施し、それを踏まえて、本法
とその運用についての提言を行うことを目
的とした。 
（1）① 原理論に関して、本研究の開始ま
でに、既に次のことについては、参加者の意
見の一致があったといえる。 
イ）精神医療が、触法精神障害者（犯罪行

為を行った精神障害者一般のことを指して、
広い意味に用いる。以下同じ。）に特に配慮
して医療体制を構築することそれ自体は許
容される。問題はその配慮が、どのような場
合に、どの程度まで許容されるかである。 
ロ）医療観察法の実質は医療法であって、

かつての保安処分とは異なるものである。た
だし、その処遇の実質的要件として、再び同
様の行為を行う可能性ということは要求さ
れる。ここでの判断対象は、彼が将来犯罪を
犯しうるか否かという単なる dangerousness
ではなく、いかなる対応によってその犯罪行
為が阻止されうるかという risk である。具
体的な対応を想定し、かつ試行することで、
risk の評価は現実に可能である。 
② 本研究では、その先にある問題、すな

わち、本法の解釈論の枠組で具体的に何が可
能か、立法論的にはどこまでのことが可能か、
リスクの評価とマネージメントには、どのよ
うな法的問題が存しうるか、の検討が課題と
なった。 
（2）前述の通り、医療観察法の施行状況を
モニタリングし、そこから課題を抽出するこ
とも、本研究の重要な目的である。 
ここでいうモニタリングには、本法によっ

てもなお「残された」諸課題に対する本法の
影響という、別の面も含まれている。人格障
害などの診断により完全責任能力とされた
者、心神喪失または心神耗弱の状態で対象行
為以外の行為を行った者、限定責任能力とさ
れ実刑とされた者、刑事施設から出所した精
神障害者等については本法の対象外である
が、これらはいずれも従来から精神医学的･
刑事政策的に、より適切な処遇のあり方が模
索されていたのである。 
また、本法の立案担当者によれば、イ．疾

病性、ロ．治療反応性、ハ．社会復帰阻害要
因の存在という、三つの要件がすべてそろっ
た場合でなければ本法の医療は行うことが
できない。実務におけるその具体的内容の把
握も、モニタリングの重要な対象となる。ま
た、社会復帰可能性判断の前提となる行為者
のリスクアセスメントと医療必要性判断の
関係についても検討が必要である。 
（3）心神喪失者等医療観察法は、法施行後 5
年を目途として見直すべきことが求められ
ている（法附則 4 条）。そこで、以上の諸点
について問題を検討し、それらの解決に向け
た提言を行うことが、本研究の究極的な目的
であった。 
 
３．研究の方法 
（1）本研究は主として、研究参加者が一堂
に会して研究会を開催した。研究会には、研
究代表者及び連携研究者だけでなく、関係す
る法律研究者、法律実務家、精神医学者、精
神科医療従事者、行政担当者を招いて、研究
への協力を仰いだ。通常のスタイルの研究会
は計 18回開催された。毎回おおむね 30から
40名程度が参加した。なお、一部の研究会で、
研究参加者の経験した事例を素材とした報
告と検討が行われたが、各報告者において個
人を特定しうる情報を極力排除した上で報
告が行われ、配付した資料はすべて回収し、
個人情報の保護に留意した。 
（2）調査 
 研究会活動と並行して、法律家及び臨床家
が合同して、スイス、ドイツ及びイギリスに
訪問調査を行った。 
（3）国際シンポジウム 
 比較法的な訪問調査のほか、海外の関係者
を招いてシンポジウムを開催した。これらは、
他の科研費研究と共働して行われたものを
含む。 
①2006 年 3月 12 日（ホテル日航那覇） 
 触法精神障害者の地域精神医療―リスク
アセスメントと治療評価― 
②2007 年 11 月 17 日（上智大学） 
 リスクアセスメント手法の刑事司法への
適用 
 
４．研究成果 
（1）研究のモニタリングを通じて、抽出で
きた問題点について、その一部を掲げる。 
 
①申立てをめぐって 

医療観察法処遇の申立権限は検察官が独
占するというのが本法の前提である。その運
用はめぐる問題として、さしあたり以下の 3
点を指摘することができる。 

第一に、たとえば行為後早期に措置入院等
として処遇されていた精神障害者を、法施行
後に改めて不起訴裁定をして処遇が申立て



 

 

られた事案が存在するものとされる。これに
対して特に医療者を中心に、検察官の裁量の
逸脱だとする参加者の意見も強かった。 
他方、この場合の実際上の問題は、それま

での精神医療から申立によって引き離され、
医療が細切れのものになることにあること
が明らかになった。解決するためには、この
点に焦点を当てて検討すべきである。 
第二に、法 33 条 3 項は、対象事件が傷害

の場合でその結果が軽い場合には、検察官に
申し立てないとすることもできるという裁
量を与えている。もっとも、この規定が列挙
する事項のそれぞれがどのような意味を持
ち、かつ、本法による医療の必要性とどのよ
うに関連づけられるべきかは明確でない。そ
のことが、医療者からはこの点にかかる検察
官の法運用が恣意的であるとも批判される
一因をなしている。 

第三に、簡易鑑定の精度が問題視されうる。
このことは、後の処遇鑑定の在り方、さらに
処遇開始後の「再審」可能性の問題にも影響
している。それを解決するために、精神医学
者の間でも簡易鑑定の手法を標準化するこ
とで、一定のレヴェルを担保できるようにす
るための努力が進められているようである。
他方、起訴前嘱託鑑定の実施を原則とすれば
責任能力判断の精度は向上することが容易
に予想されるが、その場合、対象者を早期に
医療的処遇につなげうる可能性が減尐する。 
 
②初回審判をめぐって 
 鑑定入院中、医療を試行するのが実務の大
勢のようである。しかし、この期間の処遇の
適正性の法的な担保は是非必要である。 
 鑑定入院中の医療の試行により、対象者に
早期の医療的介入を行い、それを処遇決定後
も継続することが可能になる。しかし、鑑定
入院と決定後とで処遇環境が細切れになる
ことは、やはり治療的観点からは望ましくな
い点がある。鑑定入院医療機関での処遇を継
続させるために当該機関との間で精神保健
福祉法に基づく入院処遇をアレンジしつつ、
審判では不処遇を求めるという付添人活動
例もあるようであるが、これと後述の判例と
の関係は大きな問題である。 
 生活環境調査は、実際にはある程度の環境
調整活動までが行われている例もあるよう
である。それが付添人の積極的な活動と相ま
って、結果として対象者が地域で処遇されう
る環境設定までを可能にしている事例が見
いだされた。 
 東京地裁の「カンファレンス」方式はすべ
ての関係者から歓迎されているようである。
各地裁には、カンファレンス方式の長所がで
きるだけ取り入れられることが望まれよう。 
 本法の処遇を開始するには、疾病性、治療
可能性及び社会復帰可能性という3つの要素

がすべて満たされる必要があるという立案
担当者の見解は、法律実務家及び臨床家の間
で定着している。 
 処遇開始時に存在し、治療の対象となる精
神障害は、行為時に責任能力に影響を与えた
ものである必要があるか。参加者では立案担
当者同様限定説が強かったが、非限定説も有
力であった。 
 一定の精神障害が存在し、しかもそれに対
する精神医学的対応が有用であるときに、本
法の医療を行う必要がないという場合はあ
り得るか。とりわけ、対象者の疾患が認知症、
依存症、知的障害、発達障害であった場合、
薬物に著しい抵抗性を有するが、彼の医療的
ケアのためには入院の継続が必要な統合失
調症の場合などが問題となる。 
 この点、最決平成 19 年 7 月 25 日刑集 61
巻 5号 563 頁は、本法の「対象者で医療の必
要があるもののうち、対象行為を行った差異
の精神障害の改善に伴って同様の行為を行
うことなく社会に復帰できるようにする…
必要を認めながら、［精神保健福祉法］によ
る措置入院等の医療で足りるとして医療観
察法 42 条 1 項 3 号の」不処遇決定をするこ
とは許されない、と判示した。もっとも、た
とえば帰住先の確保に時間がかかるために
短期間の入院が必要だが、病状は軽快してい
る場合、高齢者の認知症で老年精神科医療に
特化した一般精神科施設のほうがより適当
な処遇が期待される場合等、あえて医療観察
法の処遇を行わないほうが効果が期待でき
る場合も存在するとの意見が、参加者から提
示された。そのような場合にも不処遇決定が
認められる余地がないとするのであれば、判
例は妥当でないとする点で、参加者のうち医
療従事者の意見は一致した。 
 
③処遇をめぐって 
 決定時の対象者の診断と、決定後の処遇経
過から行われた診断とが齟齬する事例が存
在することが明らかになった。この事態が生
じる要因としては、処遇鑑定の誤りのほか、
処遇鑑定の鑑定人の抱く社会復帰可能性の
イメージと処遇担当者のそれとの齟齬もあ
りうることが、参加者から指摘された。その
場合の実務上の処理としては、処遇終了する
例、あるいは通院医療に移行してから処遇終
了に至る道筋をつける例があることが確認
された。 
 医療従事者からは、法定の抗告期間を過ぎ
ても初回審判を覆し、刑事手続に差し戻しう
る「再審」の制度が必要だとも指摘された。
しかし、おそらくその手続は、法原理的に認
めがたいとするのが、法律家の研究参加者の
一致した意見であった。 
 対象者には、実際には、精神病性疾患に加
えて、人格障害、性嗜好の障害、発達障害、



 

 

物質使用性障害、あるいは器質的で不可逆的
な精神障害を併発している事例が多いこと
が明らかになった。特に、精神病性疾患が緩
解し他の傷害が残遺する場合の処遇終了の
要件は問題になりうる。 
 法文上、初回審判における決定の要件と処
遇終了の要件とは同じである。しかし、実際
の法運用は、退院の基準と入院の基準とを必
ずしも厳格な一致すべきものとして適用さ
れているわけではないようである。疾病性が
大きく減じても社会復帰のための環境調整
作業、心理的関わりはむしろその後の課題で
あるから、この運用は現実的なものであろう。 
 法 42 条 1 項は、通院処遇を「入院によら
ない処遇」として定義しており、入院処遇が
必要とまではいえないが医療的処遇は必要
な対象者は自動的に通院処遇が行われる法
構造になっている。しかし、入院処遇が不要
なことと、通院処遇が適当なこととは必ずし
も一致しない点に留意すべきである。 
 充実した通院処遇の実施には、とりわけ
ACT を実施するには、我が国の保険医療体系
は不十分であると、参加者から指摘された。 
 
④残された課題 
 医療観察法によっても残された課題とし
て、人格障害者、性犯罪者、薬物濫用者の処
遇が挙げられる。これらの者の処遇は多くは
矯正施設内で行われているが、実際には医療
観察法病棟にもこれらの問題を有する対象
者が存在する。また、刑事収容施設法施行を
受けて、これらの対象者に対する矯正施設内
治療プログラムの実施が現実に進んでいる。 
参加者の間では、尐なくとも、自発的に治

療を望む者に治療を提供すること、これらの
者が治療を受けるインセンティヴを持ちう
るようなプログラムを作成していく方策を
検討することまでは、精神医療の役割である
という点で、意見は一致している。争いがあ
るのは、こうした対象者への医療が強制的な
枠組によることの意義及び是非である。 
刑事収容施設法の施行により刑務所内の

医療水準が一般医療と同等であるべきこと
が定められた。もっとも、わが国の刑事施設
のうち、医療刑務所 4ヶ庁を除いてフルタイ
ムの精神科医が勤務するところは尐ないよ
うであり、また、矯正の場における医療の実
施はそれ自体大きな困難を伴いうる。比較法
的には、受刑者の医療を矯正施設内で一貫さ
せるシステムをとる必然性は必ずしもない。
わが国でも、刑事施設外の精神医療機関との
処遇の連携をすることが可能であり、かつ必
要であると考えられる点で、参加者の意見は
一致した。 
 
（2）比較法的研究 
 

①スイス 
スイスは保安処分制度を採用しているが、

精神病院収容処分を責任能力の有無･程度と
連動させない点が特徴的である。また、ドイ
ツ同様、保安監置の制度を有する。同国の触
法精神障害者処遇では、対象者のリスク評価
が決定的なものと見なされており、そのため
のツールが整備されつつある。 
 リスク評価は、判決前にも判決後にも一貫
して行われ、多くの司法的判断の根拠となる。 
 チューリヒ州では、同州法務省精神医学・
心理学サービス（PPS）によって、心理療法
を含む犯罪行為者への治療が提供される。同
時に、同サービスは、リスク評価ツールを開
発している。 
 同サービスが開発したツールとして、
FOTRES がある。これは、犯罪者の再犯リスク
を評価するのみでなく、リスク傾向の可変性
や治療の進展を評価するツールである。これ
は、約 700 項目から成り、3要素(再犯の構造
的リスク・リスク傾向の変異性・リスクの動
的な軽減度) を、5段階で評価する。 
 このツールの基本的構想は我が国の共通
評価項目と同じものであるが、共通評価項目
はあくまで触法精神障害者の問題に特化し
て開発されたものであるのに対し、FOTRES は、
それを含めた犯罪行為者一般に対して、一方
で彼への治療的処遇の適応をはかり、他方で
その処遇の判断要素とする点に特徴がある。 
 
②ドイツ 
 ドイツも保安処分を採用し、保安監置の制
度を導入しているが、他方、精神病院収容処
分の前提として責任能力の限定･阻却が要求
される点は、我が国と同じであり、その制度
設計、処遇の在り方は参考すべき点が多い。 

ドイツでは、未決段階から保安処分の「仮
適用」を認めており、対象者の刑事司法上の
身分にかかわらず、早期の治療的介入が可能
である。また、責任能力と処遇の妥当性の医
学的評価はひとつの鑑定で扱われる。その場
合の処遇の場所として、司法精神病院が当た
ることは否定されない。 

行刑上の特徴的な制度として、社会治療処
分が挙げられる。これはあくまで刑の執行の
一環として、人格障害者を対象に行われる。
従来はこの処分を受けることを自発的に望
むものだけを対象としたが、性犯罪者処遇へ
の社会の関心の高まりを背景に、性犯罪者に
は義務的にこの処分が科されることもある。
その運用からは、非自発的に処分が科された
対象者の再犯予後はよくないが、自発的に治
療を望むものに対しては処遇は効果的であ
ることが窺われた。 
 
③イギリス 

イギリスはいわゆるダイヴァージョンシ



 

 

ステムをとり、触法精神障害者の処遇の可否
と責任能力の有無とは事実上リンクしてい
ない。また、訴訟無能力者への治療精度、刑
罰に代わる病院処遇及び刑の執行の一環と
しての病院収容が発達していることから、犯
罪行為者の刑事司法上の身分にかかわらず、
必要な医療が適切に提供される環境がある。 
最近改正された 2007 年精神保健法は、人

格障害者に関する「治療可能性」要件を削除
した。人格障害者の処遇は国の重要課題とさ
れ、「重篤で危険な人格障害者」の専門的処
遇を刑事施設と保安病院の双方で進めつつ
ある。また、中等度の人格障害者に対しても、
地域保安病棟が対応する体制を整えつつあ
る。人格障害者の処遇には心理療法が有効と
見込まれることをも反映して、2007 年法は、
医師以外が治療の責任者になり得ることを
認めている。 
また、2007 年法は、退院後のアフターケア

に関して Supervised Community Treatment
（SCT）制度を導入し、従来機能不全に陥っ
ていた強制的地域処遇制度を再構築した。こ
の点の今後の運用が注目される。 
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